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1. マンション再生をめぐる
背景と改正後の基本的な
再生の方針

国土交通省が 2026年3月に公表した「マンショ

ンの再生等に係るマニュアル等」は、2026年4月

1日に施行された改正マンション関係法注1 を踏

まえ、従来の建替え中心の制度・実務資料を大

幅に再編したものである。

今回の再編の背景には、マンションにおける

「建物の老朽化」と「区分所有者の高齢化」という、

いわゆる「2 つの老い」の進行が存在する。建物

の老朽化により、外壁等の剝落、耐震性の不足、

設備の劣化、バリアフリー上の問題等が発生す

る可能性が高まる。他方で、区分所有者の高齢

化や相続等による所有者の複雑化が進むと、総

会への参加や意思決定が難しくなり、マンショ

ンの再生に必要な合意形成そのものが困難にな

る。適切な管理・修繕・再生が行われなければ、

居住者だけでなく周辺住民にも安全上の影響を

及ぼす可能性があるため、このような状況を踏

まえ、建替えに限らないマンション再生の円滑

化を図ることを目的として、マンションの再生

等に係るマニュアル等注2 の全面的な再編を試み

たものである。

なお、「マンション」とは、「二以上の区分所有者

が存する建物で人の居住の用に供する専有部分

のあるもの」（マンションの再生等の円滑化に関

する法律注3第2条第1項第1号）を指すため、一

棟のマンションを単独で所有している場合や、

人の居住の用に供する専有部分（賃貸による場合

を含む。）が存在しない場合には「マンション」に
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注 1
建物の区分所有等に関する法律（以下「区分所有法」という。）、被災区分所有建物の再建等に関する特別措置法（以下「被災区分所有法」という。）、
マンションの建替え等の円滑化に関する法律（以下「マンション建替円滑化法」という。）、マンションの管理の適正化の推進に関する法律及び独立行
政法人住宅金融支援機構法の５つの法律を一括して改正する「老朽化マンション等の管理及び再生の円滑化等を図るための区分所有法等の一部を
改正する法律」を指す。なお、当該5 つの法律を「マンション関係法」と総称する。
注 2
これらのマニュアルは、令和7年11月21日付「マンションの再生等の円滑化に関する基本方針」（今般の改正前のマンション建替円滑化法第4条第1
項の規定に基づき平成26年12月10日付で国土交通大臣が定めた「マンションの建替え等の円滑化に関する基本的な方針」が改正されたものである。）
において、「国は、区分所有者等の合意形成の進め方に関する指針を作成し、地方公共団体と連携し、その普及に努めることとする」とされているこ
とを踏まえ、国土交通省が作成したものである。
注 3
改正マンション関係法により、「マンションの建替え等の円滑化に関する法律」は、「マンションの再生等の円滑化に関する法律」（以下「マンション再生
円滑化法」という。）という名称に変更された。
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は該当せず、マンションの再生等に係るマニュア

ル等の適用もないが、商業施設やオフィス等を

含む複合施設の中に、一室でも人の居住の用に

供する専有部分（賃貸による場合を含む。）がある

場合は「マンション」に該当し得ることになる注4。

2. 改正マンション関係法及び
マンションの再生等に係る
マニュアル等の特徴

改正マンション関係法による改正は、「管理の

円滑化等の推進」、「再生の円滑化等の推進」及び

「地方公共団体の取組の充実」の 3本柱で構成さ

れるものとなっており、なかでも、建替え以外

のマンション再生の選択肢が設けられたことが

最大の特徴であると言える。

改正前の区分所有法では、「建替え」のみ規定

があり、「建替え」をするためには区分所有者の

頭数及び議決権注5 の両方について 5分の 4以上

の多数決があれば可能とされていたが、「建替え」

以外の再生の方法は、マンション建替円滑化法

に基づくマンション敷地売却決議を除いて、共

有物の変更を伴うため区分所有者の全員の同意

がなければ実施することができず（民法第251

条）、1人でも反対する者があれば実行すること

ができないため、建替え以外の再生手法を選択

することは事実上困難とされていた。

そこで、区分所有法が改正され、「建替え」に加

えて、建物更新（区分所有法第64条の 5）、建物

敷地売却（区分所有法第64条の 6）、建物取壊し

敷地売却（区分所有法第64条の 7）、取壊し（区

分所有法第64条の 8）、再建（区分所有法第75条）、

及び敷地売却（区分所有法第76条）が、「建替え」

と同じ決議要件で可能となった。この改正により、

マンションごとに置かれている状況や再生等に

関する管理組合・区分所有者の意向等に応じて、

建替えのみならず、多様な再生手法の中から適

切なものを柔軟に選択できるようになった。

注 4
犬塚浩・住本靖著『新マンション建替法　逐条解説・実務事例』（商事法務2015年）7頁。
注 5
規約に別段の定めがない限り、各区分所有者の有する専有部分の床面積の割合による（改正マンション関係法による改正前の区分所有法第38条、
第14条第1項）。

2 

■マンションの再生等手法 

※ 「再建」は主に災害等で滅失した区分所有建物を対象とした手法であるため、本マニュアルで

は対象とせず、「被災マンション再生等のための制度解説」において別途解説しています。 
 ※ 「敷地売却」についても、主に災害等で滅失した区分所有建物の敷地を対象とした手法ですが、

「取壊し」との組み合わせで、マンションを売却するための手法として活用されることも想定し、

本マニュアルの対象としています。 

（２）本マニュアルについて 

１）本マニュアルの位置付け 

・改正前のマンション建替円滑化法第４条第１項の規定に基づき国土交通大臣が定めた「マンショ

ンの建替え等の円滑化に関する基本的な方針」では、国及び地方公共団体が取り組むべき事項の

１つとして、「国は、区分所有者等の合意形成の進め方に関する指針を作成し、地方公共団体と連

携し、その普及に努めることとする。」と規定されていました。 
・この規定を踏まえ、国土交通省では、国が作成することとしている合意形成の進め方に関する指

針として「マンションの建替えに向けた合意形成に関するマニュアル」（以下「建替え合意形成マ

ニュアル」という。）及び「マンションの建替えか修繕かを判断するためのマニュアル」（以下「建

替え修繕判断マニュアル」という。）を平成15年１月に作成し、適宜更新を行ってきました。 
・この点、今般の改正マンション関係法では、マンションの再生等について多様なマンションの再

生等手法を選択することが可能となったため、管理組合（特段の断りがない限り、以下「管理組

合法人」の場合も含めて「管理組合」と総称する。）においては、多様な再生等の手法の中から最

もニーズにあった手法を適切に選択することが必要となります。 
・これを踏まえ、令和７年11月に改正された「マンションの再生等の円滑化に関する基本方針」※

では、国及び地方公共団体が取り組むべき事項の１つとして、引き続き「国は、区分所有者等の

合意形成の進め方に関する指針を作成し、地方公共団体と連携し、その普及に努めることとする。」

と規定されているほか、マンションの再生等に向けた区分所有者等の合意形成の促進のため管理

（比較検討マニュアル 2頁より引用）
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そして、マンションの再生等に係るマニュア

ル等は、今回の改正に伴い、①マンション再生

等手法の比較検討マニュアル（以下「比較検討マ

ニュアル」という。）、②マンション再生実務マ

ニュアル、③マンション等売却実務マニュアル、

④マンション除却事業の解説、⑤マンション改

修マニュアル、⑥団地型マンション再生等マニュ

アル、⑦被災マンション再生等のための制度解

説、⑧マンション再生事業等に関する認可等マ

ニュアル、⑨要除却等認定実務マニュアルの 9

つに再編された。紙面の関係上、全てのマニュ

アルについて本稿で言及することが難しいため、

以下では、比較検討マニュアルを中心に解説す

る。なお、法令で定められている手続き以外の

事項については、これらのマニュアルに沿った

形での合意形成が進められていないからといっ

て、法令等に抵触するものではない。これらの

マニュアルをそのまま適用することが難しい事

項については、個別のマンションの置かれた状

況を勘案し、それぞれのマンションに応じた方

法で合意形成を進めていくことは差し支えない

とされている。

3. 比較検討マニュアル

（1） 比較検討マニュアルの位置づけ

区分所有法に定める建替え等の決議は、全て

の条件・内容が具体的に合意に至った上で最終

的な決定をするために行う決議である。そのた

め、マンションの再生等のうち、いずれの方法

によるのか、またその規模や条件をどうするの

か、といった点は、当該決議までの間にマンショ

（マンションの再生等に係るマニュアル等の概要より引用）

マンションの再生等に係るマニュアル等の概要

・各再生等手法の違いを整理
・マンションの実態を踏まえ、再生等手法を比較し、判断するための考え方と、推進決議を行うまでの一般的な
手順（基本プロセス）を提示

②マンション再生
実務マニュアル

⑦被災マン
ション再生等
のための
制度解説

・被災マンショ
ンの再生等の
ための制度に
ついて、被災
マンション特
有の事項を
中心に解説
・マンションの被
害の程度に
応じて、活用
できる決議及
び事業の流
れや手続きを
解説

⑥団地型
マンション
再生等
マニュアル

・ 団地型マン
ションの再生
等のためのプ
ロセス全体に
ついて、団地
型マンション特
有の事項を中
心に解説

⑨要除却等認定実務マニュアル
・要除却等認定（区分所有法における客観的事由）の基準、調査・判定方法等を解説
⑩マンション再生等に係る事例集（令和８年度以降に順次作成予定）

③マンション等売却
実務マニュアル

・売却（マンション
敷地売却・マンショ
ン除却敷地売却・
敷地売却）に係る
実務を解説
・推進決議から決議
までの計画検討や
合意形成の進め
方等を解説
・売却事業の手続
や実務上の考え方
等を解説

④マンション除却
事業の解説

・取壊し決議及
びマンション除
却事業の流れ
や手続きを解
説

推進決議

⑧マンション再生事業等に関する認可等マニュアル（認可権者向け）
・再生事業等における組合設立、権利変換計画等の認可について、審査のポイントや留意点を認可権者向けに解説

＜補足資料＞

・改修（修繕・改良）
に係る実務を解説
・改修工事の基本的
な考え方や合意形成
の進め方等を解説
・既存性能の維持回
復を目的とした修繕
からニーズに応じた性
能向上工事（耐震
改修や省エネ改修
等）について、具体
的な方法を解説

⑤マンション改修
マニュアル

・再生（建替え・更新）
に係る実務を解説
・推進決議から決議まで
の計画検討や合意形成
の進め方等を解説
・再生事業の手続や実務
上の考え方等を解説
・事業を進める上での、実
施計画の策定実務につ
いては、【建替え編】と
【更新編】に分けて記載

①マンション再生等手法の比較検討マニュアル

①～⑨が更新、統合再編、新規作成したもの
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ン内で議論を重ねて決めることになる。ステッ

プ 1 の「準備段階」、ステップ 2 の「検討段階」、

ステップ 3 の「計画段階」という 3 つの段階を踏

みながら合意形成をして、最終的に区分所有法

に定める建替え等の決議を行うこととなる。そ

して、比較検討マニュアルは、再生等手法のそ

れぞれの概要を定めるとともに、この過程のう

ち、ステップ 1 とステップ 2 についての詳細を

定めており、ステップ 2 において最終的に行う

「推進決議」注6 までを対象としている。

（2） 各再生等手法の概要

改正マンション関係法により、マンションの

再生等の手法は、従来の①改修及び②建替えに

加えて、③建物更新、④再建、⑤建物敷地売却、

⑥建物取壊し敷地売却、⑦敷地売却及び⑧取壊

しを選択することが可能となった。

（ⅰ） 改修

比較検討マニュアルにおいて、「改修」とは、

修繕及び改良により建物全体の性能を改善する

工事のことを言い注7、「修繕」とは、部材や設備

の劣化部の修理や取替えを行い、劣化した建物

又はその部分の性能・機能を実用上支障のない

状態まで回復させる行為を言い（一般的には、建

物の建設当初の水準にまで回復させることが目

標とされる。）、「改良」とは、性能・機能をグレー

ドアップさせる工事のことを言うとされる。

マンションの経年に伴う劣化や不具合に対し

ては、大規模修繕等の計画修繕を適切に実施し

ていくことが必要であり、それによりマンショ

ンの劣化を防止することができる一方、修繕だ

けではマンションの性能の維持・回復しか実現

することができない。そのため、建築後一定の

年数を経過したマンションでは、単なる修繕工

事ではなく、修繕と改良を含めた改修工事を実

施することが、マンションを住みよいものにし、

その質及び価値を長持ちさせていく上での重要

なポイントになるとされている。なお、「改修」

は共用部分の管理・変更を行うものであり、工

事対象範囲も原則として建物の共用部分となる。

「改修」は、区分所有者の相当多数が現在の建

物を使い続けることを希望している場合や、マ

ンションの老朽度と区分所有者の改善ニーズを

鑑みて、改修により長期的な使用に耐え得ると

判断できる場合に用いられることが想定されて

いる。

改修を選択する場合、比較検討マニュアルの

他、「マンション改修マニュアル」も参照する必

要がある。

（ⅱ） 建替え

比較検討マニュアルにおいて、「建替え」とは、

既存の建物を取り壊し、新しい建物を建築する

ことを言うとされる注8。

新たなマンションを建築することになるため、

建物・設備の性能や機能を現在の水準に合わせ

ることが可能となる一方で、費用について区分

注 6
比較検討マニュアルでは、いずれかの再生等手法で再生等を計画することの合意と定義づけられており、区分所有法に定める決議を意味するもので
はない。その詳細については後述する。
注 7
マンション関係法上は、「改修」について明確な定義規定は設けられていない。
注 8
マンション再生円滑化法第2条第1項第2号では、「マンションの建替え」は、現に存する一又は二以上のマンションを除却するとともに、当該マンショ
ンの敷地（これに隣接する土地を含む。）にマンションを新たに建築することをいうと定義されているが、ほぼ同義とみて差支えないと考える。
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所有者自らで負担する必要があり、また、工事

期間中の居住者の仮住まいへの転居も必要とな

る。容積率に余裕がある等、現在の規模よりも

大きなマンションに建て替えることができる場

合は余剰で生じる分をデベロッパー等に売却す

ることで各区分所有者の負担を軽減できること

があるが、建築制限が厳しくなっている場合等、

既存マンションの規模を確保できない場合は、

一部の区分所有者が転出することや、現状より

各住戸面積を小さくすることを検討する必要が

ある。

「建替え」は、区分所有者の相当多数が現住地

に住み続けることを希望している場合や、マン

ションの老朽度と区分所有者の改善ニーズを鑑

みて、改修による対応では不十分であり、かつ

建替えに係る費用負担が可能な場合に用いられ

ることが想定されている。

建替えを選択する場合、比較検討マニュアル

の他、「マンション再生実務マニュアル」も参照

する必要がある。

（ⅲ） 建物更新

比較検討マニュアルにおいて、「建物更新」と

は、①建物の構造上主要な部分の効用の維持又

は回復（通常有すべき効用の確保を含む。）のた

めに共用部分の形状の変更をし、かつ、②これ

に伴い全ての専有部分の形状、面積又は位置関

係の変更をすることを言うとされる注9。共用部

分の形状の変更として、構造躯体の維持・回復

工事（耐震改修、ひび割れの埋め、躯体の補修、

中性化の進行対策等）や、単なる現状維持にとど

まらず、積極的に価値を増進させるような改修

工事注10（ライフスタイルの変化に応じた間取り

変更等）が該当するとされている。また、専有部

分の変更としては、全ての専有部分の形状注11、

面積又は位置関係の変更を行う工事が該当する

とされ、具体的には、専有部分の内壁を取り外し、

柱や梁の耐震補強工事（構造躯体の維持・回復工

事）を行った上で、従前と同じ位置に内壁を設置

する工事注12 や、複数の専有部分を１つの専有部

分にまとめる工事が該当するとされている。

既存構造躯体を維持しながら、一棟全体を一

旦スケルトン状態とし、玄関や配管を含めて、

共用部分と全ての専有部分を更新するいわゆる

「一棟リノベーション工事」も「建物更新」に該当

する。一棟リノベーション工事は、既存構造躯

体を維持するため、建替えに比べて工事費用や

工期、廃棄物・二酸化炭素排出量を抑制するこ

とが可能とされている一方で、大規模な工事を

伴うことから、区分所有者（居住者）は工事期間

中は仮住まいへの転居が必要となることが通常

である。

「建物更新」は、マンションの老朽化が進み区

分所有者の改善ニーズがあるものの、建替えに

係る費用負担が困難な場合、マンションが既存

不適格となっており建替えをすると従前より建

注 9
区分所有法第64条の 5第1項において定義する「建物の更新」と同様である。
注 10
施工不良等により、建築当初から耐震性等に不備がある等、当初から通常有すべき効用が欠けていたような場合において、これを回復するための
工事についても、「建物の構造上主要な部分の効用の維持又は回復（通常有すべき効用の確保を含む。）」に該当し得ると考えられている。
注 11
その程度にかかわらず、全ての専有部分の物理的形状に変更が生ずる行為を対象とするとされている。
注 12
専有部分の内壁はそのままに、壁紙のみを張り替える工事は「形状の変更」には該当しないものとされている。
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物の規模を縮小せざる得ない場合、区分所有者

の相当多数が現地での居住継続を望み改修では

得られない性能向上を求める場合に用いられる

ことが想定されている。

建物更新を選択する場合、比較検討マニュア

ルの他、「マンション再生実務マニュアル」も参

照する必要がある。

（ⅳ） 再建

比較検討マニュアルにおいて、「再建」とは、

老朽化、被災等により建物が滅失した場合や、

建物取壊し決議により既存建物が取り壊された

場合の敷地において、新しい建物を建築するこ

とを言うとされる注13。

「再建」に関しては、主に、被災等によりマン

ションが滅失した場合で、その敷地共有者の相

当多数が現地でのマンションの再建を希望する

場合に用いられることが想定されている。なお、

大規模な火災、震災その他の災害において政令

で定めるもの注14 によって滅失している場合は、

被災区分所有法が適用され、区分所有法の決議

要件が緩和されることになる。

再建を選択する場合、比較検討マニュアルの

他、「被災マンション再生等のための制度解説」

も参照する必要がある。

（ⅴ） 建物敷地売却

比較検討マニュアルにおいて、「建物敷地売却」

とは、建物とその敷地の権利を一括して第三者

に売却することを言うとされる。すなわち、建

物と敷地を現状のまま、第三者に売却すること

を指す。

建物敷地売却を行う場合は、区分所有者や借

家権者は現在のマンションから退去する必要が

あるため、代替となる住宅の確保が必要となる。

売却により得られる代金は、各区分所有者に分

配金として配分される。

「建物敷地売却」は、マンションの老朽化が進

み区分所有者の改善ニーズがあるものの、建替

えに係る費用負担は困難である場合や、マンショ

ン及びその敷地の購入を希望するデベロッパー

等が存在するとともに多くの区分所有者が売却

代金について納得できる場合に用いられること

が想定されている。

建物敷地売却を選択する場合、比較検討マニュ

アルの他、「マンション等売却実務マニュアル」

も参照する必要がある。

（ⅵ） 建物取壊し敷地売却

比較検討マニュアルにおいて、「建物取壊し敷

地売却」とは、建物を取り壊した上で、残った敷

地を第三者に売却することを言うとされる注15。

建物取壊し敷地売却を行う場合は、区分所有

者や借家権者は退去し、マンションを取り壊し

た上で、残った敷地をデベロッパー等の買受人

に売却することになるため、区分所有者等は、

代替となる住宅の確保が必要となる。建物取壊

しに要する費用は各区分所有者が負担し、敷地

注 13
マンション再生円滑化法第2条第1項第4号では、「マンションの再建」は、一又は二以上のマンションが滅失した場合において、当該マンションの敷
地であった土地（これに隣接する土地を含む。）にマンションを新たに建築することをいうと定義されているが、ほぼ同義とみて差支えないと考える。
注 14
阪神・淡路大震災、東日本大震災及び平成28年熊本地震が、政令により災害として指定されている。
注 15
マンション再生円滑化法第2条第1項第16号では、「マンション除却敷地売却」は、現に存する一又は二以上のマンションを除却するとともに、当該
マンションの敷地（マンションの敷地利用権が借地権であるときは、その借地権）を売却することをいうと定義されているが、ほぼ同義とみて差支え
ないと考える。
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売却により得られる代金は各区分所有者に分配

金として配分される。

「建物敷地売却」と同様のケースにおいて選択

することが想定されるものの、「建物取壊し敷地

売却」は、売買の前に、区分所有者側で建物の取

壊しを行うことが特徴的な手法であるため、区

分所有者側で有利な条件でマンションの取壊し

ができる場合や、マンションが残っていると買

受人が見つからない場合等において選択するこ

とが想定されている。

建物取壊し敷地売却を選択する場合、比較検

討マニュアルの他、「マンション等売却実務マ

ニュアル」も参照する必要がある。

（ⅶ） 敷地売却

比較検討マニュアルにおいて、「敷地売却」と

は、老朽化、被災等により建物が滅失した場合や、

建物取壊し決議により既存建物が取り壊された

場合の敷地を売却することを言うとされる注16。

単に敷地を売却することを言うのではなく、建物

の滅失が前提となる。

「敷地売却」は、「建物取壊し敷地売却」を予定

していたものの、買受人がすぐに見つからなかっ

た場合において「取壊し」と「敷地売却」を分割し

て実施する場合や、被災等によりマンションが

滅失した場合で、その敷地共有者の相当多数が、

現地でのマンションの再建を希望しない場合に

用いられることが想定されている。

敷地売却を選択する場合、比較検討マニュア

ルの他、「マンション等売却実務マニュアル」も

参照する必要がある。

（ⅷ） 取壊し

比較検討マニュアルにおいて、「取壊し」とは、

建物の取壊しを行うことを言うとされる。

マンションの取壊しのみを行うものであり、

建替えをはじめとしたマンション再生のように

新たなマンションの建築等を行うものではなく、

マンション等売却のようにマンションや敷地を

売却することによる対価を得られるものではな

い。加えて、区分所有者にとっては、費用を負

担してマンションを取り壊すことになるため、

基本的にはマンションの再生等を進めるために

積極的に選択される手法ではないとされている。

「取壊し」は、マンションを取り壊した上でそ

の敷地を売却することを予定していた（建物取

壊し敷地売却決議を行う方向で検討していた等）

ものの、買受人が見つからず、先行して取壊し

のみ行う必要がある場合や、定期借地権マンショ

ンにおいて、借地期間の満了に伴う土地の返還

のためにマンションを取り壊す場合、マンショ

ンが老朽化等により危険な状態にあり取壊しを

行う必要性が高い場合に用いられることが想定

されている。

取壊しを選択する場合、比較検討マニュアル

の他、「マンション除却事業の解説」も参照する

必要がある。

（3） 合意形成までの進め方の概要

マンション再生等に向けた各ステップにおけ

る活動主体と活動の目標・内容は、以下のとお

りとされている。

各ステップでは、共通して、手順A（活動の

注 16
マンション再生円滑化法第2条第1項第17号では、「敷地売却」は、一又は二以上のマンションが滅失した場合において、当該マンションの敷地であっ
た土地（マンションの敷地利用権が借地権であったときは、その借地権）を売却することをいうと定義されているが、ほぼ同義とみて差支えないと考
える。
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中心を担うメンバーを募り、検討等のための組

織を設置する。）→手順Ｂ（必要な情報を収集し、

適宜、専門家を選定してその協力を得る。）→手

順Ｃ（区分所有者の意向を把握し、意見を交換

調整しながら検討を行う。）→手順Ｄ（当該段階

における目標である合意を形成する。）の手順で、

合意形成を進めることとされている。

（4） ステップ 1「準備段階」

（ⅰ） 手順A（勉強会の発足）

①一部の区分所有者の有志が勉強会を発足す

るパターンと、②理事会が中心となり勉強会等

を発足するパターンの 2 つが想定されている。

いずれのパターンにおいても、勉強会の設置に

当たってはその目的を明確にするとともに、管

理組合や理事会と良好な関係を築きながら活動

を行っていくことが肝要であるとされている。

勉強会の目的は、再生等に関する情報収集や

必要性等についての基礎的検討を行い、その検

討成果を踏まえて、管理組合として正式に再生

等についての検討を行うべきことを提起するこ

とにある。

（ⅱ） 手順B（再生等の情報収集）

勉強会に参加している区分所有者において、

インターネットや書籍・新聞・雑誌等の幅広い

二次的な情報源に当たり、どのようなマンショ

ンの再生等方法があるのか、マンションの再生

等はどのように進めるのか、これまでにどのよ

（比較検討マニュアル 41頁より引用）

41 

第２章 推進決議までの合意形成の進め方の解説 

概論：推進決議までの合意形成の基本的な進め方 

（１）合意形成の段階－３つの段階 

マンションの再生等の実現に向けては、建替え決議等までの合意形成を適切に行うことが重要にな

ります。そのプロセスは、再生等の提起のための検討を行う「準備段階」→再生等の構想の検討を行

う「検討段階」→再生等計画を策定する「計画段階」という３つの段階を踏みながら、合意のレベル

を着実に高めていくことが重要です。 

各段階の活動主体と活動の目標・内容を整理すると、以下のようになります。なお、前述のように、

本マニュアルでは、ステップⅡにおいて最終的に行う推進決議までを解説しています。 

 

（スタート） 再生等の発意    

 ○活動主体 ○活動の内容・目標 
 

ステップⅠ 準備段階 理事会、有志 ＜目標＞管理組合として再生等の検討を

行うことの合意を得ること 

＜内容＞理事会主導、あるいは区分所有

者の有志により勉強会を発足し、再生

等の検討の必要性を提起する。 

 

 

 

ステップⅡ 検討段階 管理組合 ＜目標＞管理組合として、再生等を必要

として計画することの合意を得ること 

＜内容＞管理組合として、再生等の必要

性や、再生等手法の比較等による再生

等の構想を検討する。 

 

 

 

（ゴール）推進決議 
    
    

ステップⅢ 計画段階 管理組合 ＜目標＞再生等計画を策定するととも

に、それを前提とした再生等の合意（建

替え決議等の成立）を得ること 

＜内容＞区分所有者の合意形成を図りな

がら、再生等計画の策定を行う。 

 

 

 

建替え決議等 
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うな実現事例があるのか、どのような法規制が

あるか、当該マンションの法規制はどうなって

いるかといったマンションの再生等に関する基

礎知識を身につける必要がある。加えて、管理

会社や長期修繕計画の作成等を依頼した専門家、

マンションが所在する都道府県及び市区町村や

各種公益法人等を頼りに情報収集することも有

効とされている。

（ⅲ）手順C（再生等に関する基礎的検討）

収集した基礎的情報を参考にして、どのよう

な再生等の可能性があるのかについて基本的な

イメージをつかむための検討を行い、自分達の

マンションの現状を考え、なぜ再生等を必要と

するのか、再生等によってどのような住宅をつ

くりたいのかという希望等について議論を進め

ることになる。具体的には、まずは「簡易判定」

という方法によって現状を把握することが示さ

れている。簡易判定は、専門的な技術や器具等

に頼ることなく目視や簡易な手法等により、管

理組合内で当該マンションの状況を大まかに判

断することが可能な項目を確認することによっ

て行うもので、大きく「安全性判定」と「居住性

判定」の 2 つに分類されている。

具体的には、比較検討マニュアルに記載され

ている簡易判定表の各詳細の項目を確認するこ

とになるが、共用部分に関しては実施者（理事

会や管理組合等）の判断で記入し、専有部分に

関する項目や居住者の評価に関する項目はアン

ケート等により各区分所有者（居住者）の意識や

不満の状況等を把握し、その結果を集約して記

入することになる。

（ⅳ） �手順D（再生等の検討の提起と管理組合と

しての検討の合意）

区分所有者有志主導で勉強会を発足している

場合は、勉強会の検討成果のポイントをとりま

とめた資料を作成し、それをもとに理事会に対

する説明を行い、理事会主導による勉強会の場

合は、検討の成果がまとまった時点で管理組合

の集会（総会）における議案の提起を行う。

区分所有者に対する説明会を実施し、再生等に

ついて検討することの必要性が一定の理解を得

た時点で、①再生等の必要性や構想、再生等手

法の比較等を検討する組織の設置に関する事項、

②再生等の必要性や構想、再生等手法の比較等

の検討に要する資金の拠出に関する事項につい

て、集会（総会）の議決により承認を得る。なお、

当該議決は、管理規約に別段の定めがない限り、

普通決議（区分所有法第39条第1項）によること

で足りるであろう。ただし、後述するとおり管理

規約を変更する必要がある場合は、区分所有者

及び議決権の各4分の 3以上の多数による決議に

よる必要がある（区分所有法第31条第1項）。

（比較検討マニュアル 50頁より引用）

50 

［３］再生等に関する基礎的検討 【手順Ｃ】 

 
収集した基礎的情報を参考にして、どのような再生

等の可能性があるのか、基本的なイメージをつかむた

めの検討を行います。また、自分達のマンションの現

状を考え、なぜ再生等を必要とするのか、再生等によ

ってどのような住宅をつくりたいのかという希望な

どについて議論します。こうしてはじめて、再生等の

イメージが浮かび上がってくることになります。 

 検討状況については、適宜、全区分所有者に周知す

ることが大切です。 

 

（１）マンションの現状把握と将来ビジョンの共有 

①概略 

・自分たちが住んでいるマンションがどのような状態にあるのか、近年の区分所有者アンケート、

建物の調査診断記録、直近の大規模修繕工事の履歴、あるいは②で後述する勉強会の参加者等で

実施する「簡易判定」により確認します。 
・このようなマンションの現状把握により、各区分所有者が現在のマンションのどのような点を問

題として捉えているかといった意識を把握するとともに、修繕工事の不足状況やこれまでにかけ

てきた工事費用などを見える化することができます。 
・以上の現状把握と手順Ｂで収集した情報をもとに、勉強会の参加者で、現在のマンションやその

環境の問題点など自由に議論し、どのような再生等を必要するのか、今後どのような暮らしをし

たいのかといった将来のビジョン（希望や要望、イメージ）を議論し、共有していくことが大切

です。 

 

②簡易判定による現状把握 

●建物の簡易判定 

・マンションの現状を大まかに認識・把握するための「簡易判定」の方法について解説します。 

・簡易判定は、専門的な技術や器具等に頼ることなく目視や簡易な手法等により、管理組合内で当

該マンションの状況を大まかに判断することが可能な項目を確認することによって行います。 

・簡易判定の体系は下表のように、大きく「安全性判定」と「居住性判定」の２つに分類されます。 

■簡易判定の体系 

安全性判定 ・構造安全性と避難安全性の観点から判定。 

・いずれの項目も居住者の安全性（人命保護）に関わる重要な項目。 

・「問題ありの可能性がある」に該当する項目が一つでもある場合は、「安全上の危

険性がある」ものと捉え、再生等による解消が必要。 

居住性判定 ・躯体及び断熱仕様に規定される居住性や設備の水準の観点から判定。 

・安全性判定のような絶対的な項目ではなく、区分所有者の現マンションに対する

不満や改善ニーズにより、その重要性や判定結果が異なる相対的な項目。 

 

再生等の基礎的情報 

再生等のイメージの検討 

マンション

の現状把握 
将来ビジョ

ンの共有 

理事会・全区分所有者への共有・報告 
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① �の組織としては、理事会の諮問機関として

の「検討組織」を設置することになる。

②の資金の拠出については、管理組合予算か

ら支出することが考えられる。管理組合予算か

ら拠出する場合、修繕積立金から拠出する場合

と管理費から拠出する場合が考えられるが、管

理規約に規定がなければ、管理規約を変更して、

再生等に係る合意形成に必要となる事項の調査

に関する業務を管理組合の業務に位置づけ、そ

のための費用を修繕積立金から取り崩すことが

できる旨を明確にしておくことが必要となる注 17。

（5） ステップ 2「検討段階」

（ⅰ） 手順A（管理組合における検討組織の設置）

ステップ 1 で決議され設置することになる検

討組織は、管理組合理事会が全区分所有者に周

知して公募などのオープンな形で参加者を募り、

理事会が選任する。最初から特定の再生等手法

ありきでその手法のみを検討するのではなく、

改修と建替え、必要に応じてその他の手法（建物

更新、建物敷地売却等）との比較を行うなどして、

管理組合における合意を得ることを目標とする。

（ⅱ） 手順B（専門家の選定）

検討段階においては、専門的な情報や検討が

必要となるものの、区分所有者が独自に専門的

な情報を入手し検討を行うことには限界がある。

そこで、専門家の協力を得ながら検討を行うこ

ととなる。

マンションの再生等は日常の管理の延長上に

あることから、当該マンションが管理事務を委

託しているマンション管理業者を有効に活用す

ることがまず考えられる。また、マンションの

管理について、支援を行っているマンション管

理士やマンション管理適正化支援法人等に相談

することも考えられ、必要に応じて建築、まち

づくり、権利調整等の専門家に打診することも

考えられる。特に、建物診断や改修等の技術・

経験を有する建設会社や建築設計事務所等や、

建築、まちづくり、権利調整等の技術・経験を

有する建築設計事務所、建築・都市計画系コン

サルタント等に協力を求めることも考えられる。

（ⅲ）�手順C（再生等の構想の策定と再生等手法

の比較検討）

区分所有者が期待する住宅の水準や住まいを

実現する上で、どの再生等手法が最も合理的で

あるかを比較検討することが重要となる。

再生等手法の比較検討の基本的な手順として

は、まず当該マンションの老朽度判定を行って

現状とその将来予測を客観的に認識し、次に、

各区分所有者が現在のマンションに抱いている

不満・改善ニーズや、再生等の結果として期待

する住宅の水準等の改善ニーズを詳細に把握し、

その上で、改善を要求する水準を設定する。

そして、まずは「改修」による対応可能性の検

討を行う。改修による場合、工事対象範囲や工

事内容を具体的に設定し、改修により達成され

る住宅の改善効果を把握し、改修工事の具体的

注 17
令和7年10月に改正されたマンション標準管理規約（単棟型）では、改正マンション関係法を踏まえ、マンションの再生等に係る合意形成に必要とな
る事項の調査に関する業務を管理組合の業務として追加するとともに、そのための費用を修繕積立金から取り崩すことができる事項として明記して
いる（マンション標準管理規約（単棟型）第28条第1項第4号）。また、マンションの再生等に係る合意の後も、再生組合等の設立認可等までの間は、
管理組合消滅時にマンション再生事業等への不参加者に帰属する修繕積立金相当額を除いた額を限度として、再生等に係る計画、設計に必要な事
項の費用を修繕積立金から取り崩すことができる旨も明記している（マンション標準管理規約（単棟型）第28条第2項）。
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内容をもとに改修費用の概算を行うこととする。

次に、「建替え」を第1候補として検討を進め

ることが基本形とされている。建替え決議では、

①新たに建築する建物（以下「再建建物」という。）

の設計の概要、②建物の取壊し及び再建建物の

建築に要する費用の概算額、③②に規定する費

用の分担に関する事項、④再建建物の区分所有

権の帰属に関する事項を定める必要がある（区分

所有法第62条第4項）。「検討段階」では、管理組

合として、再生等を必要として計画することの合

意を得ることを目標とし、他の再生等手法との比

較を行うため、①と②のおおよその検討を行う

こととなる。なお、③と④については、推進決議

を得てから建替え決議の前までに検討されるこ

とが多い。設定した要求改善水準をもとに、建

替え構想を策定して建替えの工事内容の設定を

行って、建替えの改善効果を把握するとともに、

費用の概算額を大まかに把握することとなる。

建替えの事業性が低い場合や制約が大きい等

の場合には「建物更新」や「売却」の検討を行うこ

とになる。建物更新決議では、①建物の更新が

された後の建物の設計の概要、②建物の更新に

要する費用の概算額、③②に規定する費用の分

担に関する事項、④建物の更新がされた後の建

物の区分所有権の帰属に関する事項を定める必

要がある（区分所有法第64条の 5第2項）。「検討

段階」では、建替えと同様に、①と②のおおよ

その検討を行うこととなる。設定した要求改善

水準を踏まえ、建物更新構想を策定して、建物

更新の工事対象範囲や工事内容を設定し、建物

更新の改善効果を把握するとともに、費用の概

算額を大まかに把握することとなる。

売却については、建物や敷地を買い受けるデ

ベロッパー等（買受人）の意向に左右されるとこ

ろが大きく、「検討段階」としては、各手法の選

定までは踏み入らず、売却の可能性について検

討することが現実的とされている。

最後に、各手法の比較検討を行うことになる。

その際には、再生等手法により得られる改善効

果と、その改善効果を得るために必要な費用の

大きさとを総合的に比較考量して判断を行うこ

とが必要となる。

（比較検討マニュアル 69頁より引用）

 －69－ 

●再生等手法の比較検討の進め方 

□再生等手法の比較検討の基本的フロー 

 

 

・再生等手法の比較検討の基本的な手順としては、まず建物の老朽度を客観的に把握するとともに、

各区分所有者が現在のマンションに抱いている不満、期待する住宅の水準や住まい方等のニーズ

を把握します。それらを踏まえて、再生等により改善を要求する水準（以下「要求改善水準」と

いう。）を設定します【⇒（１）】。 

・その上で各再生等手法の改善効果や所要費用等についての検討を総合的に行い、再生等の必要性

を確認していきます。 

・各再生等手法の比較検討の進め方として、まずは「改修」による対応可能性の確認を行うことと

しています【⇒（２）】。 

・その上で、改修以外の再生等手法の検討を行います【⇒（３）】。 

・この際、本マニュアルでは、最もオーソドックスな再生等手法である「建替え」を第一候補とし

て検討を進める【⇒（３）-１】場合を基本形とし、建替えの事業性が低い場合や制約が大きい等

の場合には、「建物更新」【⇒（３）-２】や「売却」【⇒（３）-３】の検討を行うこととしていま

す。 

・なお、「ステップⅠ 準備段階」の勉強会の段階等で建替えが難しいことを概ね把握している場合

や、管理組合の意向として別のニーズがある場合については、建替えを検討せずに、「建物更新」

や「売却」の検討を進めることも考えられます。 

・最後に、これらの検討結果を踏まえ、再生等手法の比較検討を行います【⇒（４）】。 

・この際、前述の集会の招集通知の通知事項を客観的に記載できるよう、「改修以外の再生等手法」

と「改修」との比較は必ず実施することになります。また、マンションの状況や区分所有者のニ

ーズにより、合意形成を円滑に進めるために、改修以外の再生等手法を相互に比較検討すること

も考えられます。 
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（ⅳ） 手順D（推進決議）

改修、建替え、建物更新、売却等、それぞれ

の場合の改善効果と費用の比較結果を受けて、

多数の区分所有者の理解が得られてきた時点で、

検討段階の最終目的である再生等を計画するか

どうかの合意形成を行うことになる。①当該マ

ンションにおいて今後本格的に計画を検討する

必要がある再生等手法について建替え決議等に

向けた本格的な計画を検討する組織の設置に関

する事項、②建替え決議等に向けた本格的な計

画の検討に要する資金の拠出に関する事項につ

いて、理事会が議案として提起し、管理組合の

集会（総会）において決議を行うこととなり、こ

れを一般に「推進決議」と称するものとされてい

る。推進決議は、区分所有法に基づく建替え決

議等の前段階として行われるものであり、区分

所有法で定められている手続きではないが、こ

うした決議を行い、合意形成を着実に進めてい

くことが望ましいとされている。なお、改修を

選択する場合には「マンション改修マニュアル」、

建替え又は建物更新を選択する場合には「マン

ション再生実務マニュアル」、売却を選択する

場合には「マンション等売却実務マニュアル」も

参照して、推進決議を取り進める必要がある。

4. おわりに

比較検討マニュアルは、マンションの再生等

を検討するに当たっての入口に位置づけられ、

その基本的な考え方は、最初から特定の手法を

決めるのではなく、マンションの現状と将来像

を把握し、複数の選択肢を比較した上で、管理

組合として次の検討段階に進むことにある。比

較検討マニュアルを含む今回の制度改正は、マ

ンション再生を「建替えという単一の事業」から、

改修・更新・建替え・売却・除却等を含む複数

の選択肢から最適解を選び、関係者の合意と法

的手続によって実現する事業へと転換するもの

と言える。今後のマンション・管理組合の運営

においては、建物の物理的な老朽化だけに着目

するのではなく、区分所有者の構成、合意形成

能力、資金力、地域との関係を含めた総合的な

対応が重要になってくると思われる。
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